
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金融機能強化法に基づき資本参加を行った金融機関における 

「経営強化計画の履行状況（平成27年９月期）」の概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔参考Ⅳ－３〕 



 

金融機能強化法の本則に基づき資本参加を行った金融機関における 

「経営強化計画の履行状況（平成 27 年 9 月期）」の概要 

 

（注）山梨県民信用組合、ぐんまみらい信用組合、東京厚生信用組合、横浜中央信用組合、

釧路信用組合及び滋賀県信用組合は全国信用協同組合連合会からの信託受益権の買取

り、北都銀行はフィデアホールディングス（持株会社）が発行する優先株式の引受け

により、それぞれ資本参加。 

金融機関名 
資本参加 

時 期 金 額 

本則（平成 20 年改正法）に基づき資本参加を行った金融機関 

福邦銀行 
２１年 ３月３１日 

６０億円  

南日本銀行 １５０億円  

みちのく銀行 

２１年 ９月３０日 

２００億円  

第三銀行 ３００億円  

山梨県民信用組合 ４５０億円  

東和銀行 
２１年１２月２８日 

３５０億円  

高知銀行 １５０億円  

北都銀行 
２２年 ３月３１日 

１００億円  

宮崎太陽銀行 １３０億円  

ぐんまみらい信用組合 ２４年１２月２８日 ２５０億円  

豊和銀行 

２６年 ３月３１日 

１６０億円  

東京厚生信用組合 ５０億円  

横浜中央信用組合 １９０億円  

釧路信用組合 
２６年１２月１２日 

８０億円  

滋賀県信用組合 ９０億円  



計 画 実 績

15 7 8 ＋ 0 ＋ 0

資金利益が有価証券利息配当金の増加により計画を上回ったこ
とや、経費の削減が計画を上回ったことから、コア業務純益は
計画を上回った。

42 21 22 ＋ 3 ＋ 1

貸出金利息が計画を下回ったことにより資金利益が計画を下
回ったものの、経費の削減が計画を上回ったことから、コア業
務純益は計画を上回った。

71 35 41 ＋ 11 ＋ 6

資金利益が有価証券利息配当金の増加により計画を上回ったこ
とや、役務取引等利益が計画を上回ったことから、コア業務純
益は計画を上回った。

62 31 32 ＋ 1 ＋ 0

資金利益が貸出金利息の減少により計画を下回ったものの、役
務取引等利益が計画を上回ったことや、経費の削減が計画を上
回ったことから、コア業務純益は計画を上回った。

109 45 49 ▲ 11 ＋ 3

有価証券利息配当金が計画を上回ったことにより資金利益が計
画を上回ったことや、経費の削減が計画を上回ったことから、
コア業務純益は計画を上回った。

31 15 13 ▲ 4 ▲ 2

資金利益が貸出金利息の減少により計画を下回ったことから、
コア業務純益は計画を下回った。

37 19 24 ＋ 10 ＋ 4

資金利益が有価証券利息配当金の増加により計画を上回ったこ
とから、コア業務純益は計画を上回った。

27 12 12 ▲ 1 ＋ 0

資金利益が貸出金利息の増加により計画を上回ったことや、経
費の削減が計画を上回ったことから、コア業務純益は計画を上
回った。

32 15 14 ▲ 2 ▲ 0

資金利益が貸出金利息の減少により計画を下回ったことから、
コア業務純益は計画を下回った。

注）「始期比」は、27年9月期（半期）の実績を2倍し、「計画始期の水準」（通期）と比較

１．経営改善の目標

(単位：億円)

金融機能強化法(平成20年改正法)に基づく経営強化計画
平成27年9月期の履行状況の概要

東　　和

第　　三

１） コア業務純益

福　　邦

南日本

みちのく

豊　　和

高　　知

北　　都

コメント
（実績と計画の比較）

計画比始期比

27年9月期
計画始期
の水準

宮崎太陽



計 画 実 績

64.08 65.58 65.07 ＋ 0.99 ▲ 0.51

貸出金利息収入が計画を下回ったことにより業務粗利益が計画
を下回ったものの、経費（機械化関連費用を除く）が計画を下
回ったことから、OHRは計画を下回った。

56.61 59.60 58.28 ＋ 1.67 ▲ 1.32

資金利益が計画を下回ったことにより業務粗利益が計画を下
回ったものの、経費（機械化関連費用を除く）が計画を下回っ
たことから、OHRは計画を下回った。

64.33 64.26 66.89 ＋ 2.56 ＋ 2.63

経費（機械化関連費用を除く）が計画を下回ったものの、業務
粗利益が国債等債券関係損益の減少により計画を下回ったこと
から、OHRは計画を上回った。

60.55 61.03 61.00 ＋ 0.45 ▲ 0.03

業務粗利益が資金利益の減少により計画を下回ったものの、経
費（機械化関連費用を除く）が計画を下回ったことから、OHR
は計画を下回った。

59.78 63.83 61.85 ＋ 2.07 ▲ 1.98

経費（機械化関連費用を除く）が計画を下回ったことや、資金
利益が計画を上回ったことにより業務粗利益が計画を上回った
ことから、OHRは計画を下回った。

67.96 69.65 69.02 ＋ 1.06 ▲ 0.63

経費（機械化関連費用を除く）が計画を上回ったものの、業務
粗利益が国債等債券売却益の増加により計画を上回ったことか
ら、OHRは計画を下回った。

63.58 66.08 61.79 ▲ 1.79 ▲ 4.29

経費（機械化関連費用を除く）が計画を下回ったことや、業務
粗利益が有価証券利息配当金の増加等により計画を上回ったこ
とから、OHRは計画を下回った。

62.06 64.90 62.91 ＋ 0.85 ▲ 1.99

業務粗利益が役務取引等利益の減少により計画を下回ったもの
の、経費（機械化関連費用を除く）が計画を下回ったことか
ら、OHRは計画を下回った。

53.21 55.87 52.32 ▲ 0.89 ▲ 3.55

資金利益が計画を下回ったことにより業務粗利益が計画を下
回ったものの、経費（機械化関連費用を除く）が計画を下回っ
たことから、OHRは計画を下回った。

２） 業務粗利益経費率 （OHR)

(単位：％)

計画比
計画始期
の水準

宮崎太陽

27年9月期

始期比
コメント

（実績と計画の比較）

豊　　和

福　　邦

みちのく

東　　和

高　　知

第　　三

北　　都

南日本



計 画 実 績

残高 1,588 1,602 1,609 ＋ 21 ＋ 7

比率 35.33 35.49 34.92 ▲ 0.41 ▲ 0.57

残高 3,016 3,091 3,243 ＋ 227 ＋ 152

比率 41.40 42.19 42.54 ＋ 1.14 ＋ 0.35

残高 4,311 4,333 4,475 ＋ 164 ＋ 142

比率 20.34 20.39 20.86 ＋ 0.52 ＋ 0.47

残高 5,991 6,006 6,073 ＋ 82 ＋ 67

比率 30.70 30.77 30.95 ＋ 0.25 ＋ 0.18

残高 1,821 1,827 1,804 ▲ 16 ▲ 22

比率 43.60 43.65 43.53 ▲ 0.07 ▲ 0.12

残高 6,432 6,497 6,528 ＋ 96 ＋ 31

比率 31.25 31.36 30.63 ▲ 0.62 ▲ 0.73

残高 3,586 3,591 3,624 ＋ 38 ＋ 33

比率 34.44 34.45 34.62 ＋ 0.18 ＋ 0.17

残高 2,715 2,732 2,761 ＋ 45 ＋ 29

比率 20.17 20.19 20.05 ▲ 0.12 ▲ 0.14

残高 2,243 2,260 2,320 ＋ 77 ＋ 60

比率 34.94 35.17 35.50 ＋ 0.56 ＋ 0.33

残高 1,004 1,002 979 ▲ 25 ▲ 23

比率 28.65 28.55 27.41 ▲ 1.24 ▲ 1.14

残高 2,107 2,264 2,282 ＋ 175 ＋ 18

比率 38.17 39.44 40.51 ＋ 2.34 ＋ 1.07

残高 191 193 203 ＋ 12 ＋ 10

比率 32.09 32.22 34.74 ＋ 2.65 ＋ 2.52

残高 655 733 1,080 ＋ 425 ＋ 347

比率 53.76 55.02 57.98 ＋ 4.22 ＋ 2.96

残高 286 304 335 ＋ 48 ＋ 31

比率 33.26 33.56 35.69 ＋ 2.43 ＋ 2.13

残高 345 357 388 ＋ 42 ＋ 30

比率 27.59 27.78 30.00 ＋ 2.41 ＋ 2.22

事業性融資先への全先訪問や専担者による融資開拓を通じて地
方創生ファンドの推進に努めたことから、貸出残高・比率とも
に計画を上回った。

地域特性を考慮したブロック単位での営業推進活動等を展開し
たものの、取引先の新たな資金ニーズを捉えた取引深耕が図れ
なかったことなどから、貸出残高・比率ともに計画を下回っ
た。

貸出残高は企業の成長ステージをフルサポートする商品ライン
ナップの充実などに取り組んだことから、計画を上回った。貸
出比率は預金の増加等により総資産が計画を上回ったため、計
画を下回った。

ABL、医療機関・介護施設への設備資金融資等に取り組んだこ
とから、貸出残高・比率ともに計画を上回った。

「全員営業態勢」の実践により資金需要の創出を図ったことや
地元取引先企業の成長に向けきめ細やかな資金供給に取り組ん
だことから、貸出残高・比率ともに計画を上回った。

専担者の配置により、成長分野（医療・介護、環境・エネル
ギー等）や新規事業開拓支援に取り組んだことから、貸出残
高・比率ともに計画を上回った。

企業情報等の外部データ等を活用した本部・営業店が一体と
なった対面営業の徹底等により取引深耕を図ったものの、県内
事業者の資金需要が低迷したことなどから、貸出残高・比率と
もに計画を下回った。

貸出残高は「お客様応援活動」を通じた本業支援の取組み強化
や成長地域への積極的な人員配置により、計画を上回った。貸
出比率は預金の増加等により総資産が計画を上回ったため、計
画を下回った。

第　　三

山梨県民
（信用組合）

南日本

福　　邦

新規事業先開拓や医療・福祉や環境・エネルギー等の成長分野
への貸出等に積極的に取り組んだことから、貸出残高・比率と
もに計画を上回った。

貸出残高は成長分野（医療・介護や再生可能エネルギー等）の
支援や専担者による法人取引拡充に向けた取組み強化により、
計画を上回った。貸出比率は預金の増加等により総資産が計画
を上回ったため、計画を下回った。

横浜中央
（信用組合）

ぐんまみらい
（信用組合）

豊　　和

東京厚生
（信用組合）

東　　和

高　　知

北　　都

宮崎太陽

１） 中小企業向け貸出残高・比率

２．中小企業金融の円滑化の目標

滋賀県
（信用組合）

外部人材の活用、融資推進店舗の選定などによる事業性融資先
の開拓により、資金ニーズの掘り起こしを行ったことなどか
ら、貸出残高・比率ともに計画を上回った。

(単位：億円、％)

始期比

27年9月期

計画比
コメント

（実績と計画の比較）

新規事業先開拓や医療・福祉や環境・エネルギー等の成長分野
への貸出等に取り組んだことから、貸出残高・比率ともに計画
を上回った。

みちのく

計画始期
の水準

営業推進体制の再構築・強化、顧客管理の徹底・取引戦略策定
等による期限前償還への対応強化等に取り組んだことから、貸
出残高・比率ともに計画を上回った。

取引先情報を営業本部で一元管理するとともに、同情報を活用
した営業店との帯同訪問等、取引の裾野拡大に積極的に取り組
んだことから、貸出残高・比率ともに計画を上回った。

釧路
（信用組合）

営業推進体制の再構築・強化、融資推進ターゲット先への営業
推進のほか、成長分野への営業推進に取り組んだことなどか
ら、貸出残高・比率ともに計画を上回った。



計 画 実 績

5.61 5.75 7.64 ＋ 2.03 ＋ 1.89

外部支援機関と連携し公的補助金等を活用した事業化支援、県
内の専門家団体等との連携による経営相談会の開催に取り組ん
だことから、計画を上回った。

2.94 3.06 3.77 ＋ 0.83 ＋ 0.71

鹿児島県・市の創業支援制度の活用等による創業・新事業支援
や「事業再生型WIN-WINネット業務」及び中小企業再生支援協
議会等の外部機関との連携等による経営改善支援に取り組んだ
ことから、計画を上回った。

10.35 10.53 10.97 ＋ 0.62 ＋ 0.44

制度融資の活用や6次産業化のサポート等による創業・新事業
開拓支援、及びABLに積極的に取り組んだことから、計画を上
回った。

2.11 2.12 2.62 ＋ 0.51 ＋ 0.50

創業・新事業開拓支援、コベナンツ活用型融資やABLに積極的
に取り組んだことから、計画を上回った。

5.51 5.69 5.87 ＋ 0.36 ＋ 0.18

外部機関・外部専門家と連携した経営改善支援のほか、担保等
に依存しない融資に取り組んだことから、計画を上回った。

11.72 11.76 21.86 ＋ 10.14 ＋ 10.10

「お客様応援活動」を通じたビジネスマッチングの推進や外部
専門家を活用した経営相談会の実施、担保・保証に過度に依存
しない無担保事業性ローン等に積極的に取り組んだことから、
計画を上回った。

3.02 3.02 4.01 ＋ 0.99 ＋ 0.99

相談会開催や各種補助金等の申請サポートを積極的に推進した
ことや、本部・営業店の一体的取組みによる経営改善支援等に
取り組んだことから、計画を上回った。

9.62 9.63 10.47 ＋ 0.85 ＋ 0.84

個別相談会を活用したビジネスマッチングの実施、経営改善計
画の策定支援等の経営相談に取り組んだことから、計画を上
回った。

10.13 10.66 13.47 ＋ 3.34 ＋ 2.81

新規開発したビジネスマッチングシステムを活用した販路拡大
支援や、中小企業再生支援協議会等との連携による経営改善支
援、事業再生支援に積極的に取り組んだことから、計画を上
回った。

14.55 13.56 12.65 ▲ 1.90 ▲ 0.91

事業承継支援について、下半期以降の支援強化につなげるた
め、上半期は職員のスキルアップ研修を優先的に開催したこと
などから、計画を下回った。

4.45 4.93 7.75 ＋ 3.30 ＋ 2.82

本部・営業店が一体となって創業・新事業支援や経営相談に取
り組んだことや、ABL等による融資を推進したことから、計画
を上回った。

3.06 5.35 10.81 ＋ 7.75 ＋ 5.46

外部専門家との連携による経営相談や経営改善計画策定支援等
に取り組んだほか、担保等に依存しない融資等を積極的に推進
したことから、計画を上回った。

6.14 7.98 8.77 ＋ 2.63 ＋ 0.79

外部専門家との連携による経営改善計画策定支援やモニタリン
グ指導、テナント先の紹介など、支援先の実態に即した活動を
継続したことから、計画を上回った。

2.46 2.65 2.93 ＋ 0.47 ＋ 0.28

中小企業再生支援協議会やコンサルタント等の外部機関との連
携を強化するほか、本店と営業店が一体となった取引先の経営
改善支援に取り組んだことから、計画を上回った。

29.02 29.16 30.94 ＋ 1.92 ＋ 1.78

担保等に依存しない融資、本部・営業店が一体となった経営改
善支援に加え、中小企業再生支援協議会等外部専門家との連携
強化による経営改善支援に取り組んだことから、計画を上回っ
た。

２） 経営改善支援先割合

釧路
（信用組合）

滋賀県
（信用組合）

(単位：％)

豊　　和

東京厚生
（信用組合）

横浜中央
（信用組合）

北　　都

ぐんまみらい
（信用組合）

計画始期
の水準

東　　和

南日本

福　　邦

宮崎太陽

みちのく

高　　知

27年9月期

山梨県民
（信用組合）

第　　三

始期比 計画比
コメント

（実績と計画の比較）



 

金融機能強化法の震災特例に基づき資本参加を行った 

金融機関における「経営強化計画の履行状況（平成 27 年 9 月期）」の概要 

 

 

（注）相双五城信用組合、いわき信用組合及び那須信用組合は全国信用協同組合連合会 

からの信託受益権の買取りにより、宮古信用金庫、気仙沼信用金庫、石巻信用金庫 

及びあぶくま信用金庫は信金中央金庫からの信託受益権の買取りにより、きらやか 

銀行は、じもとホールディングス（持株会社）が発行する優先株式の引受けにより、 

それぞれ資本参加。 

 

 

金融機関名 
資本参加 

時 期 金 額 

震災特例（平成 23 年 7 月施行）に基づき資本参加を行った金融機関 

仙台銀行 
 ２３年 ９月３０日 

３００億円  

筑波銀行 ３５０億円  

相双五城信用組合 
 ２４年 １月１８日 

１６０億円  

いわき信用組合 ２００億円  

宮古信用金庫 

 ２４年 ２月２０日 

１００億円  

気仙沼信用金庫 １５０億円  

石巻信用金庫 １８０億円  

あぶくま信用金庫 ２００億円  

那須信用組合  ２４年 ３月３０日 ７０億円  

東北銀行  ２４年 ９月２８日     １００億円 

きらやか銀行  ２４年１２月２８日     ３００億円 



金融機能強化法（震災特例）を活用した４地域銀行の経営強化計画 
平成 27 年 9 月期の履行状況の概要 

被災地域における東日本大震災からの復興に資する方策の進捗状況（主なもの） 

① 実施体制の整備 

・27年4月より「地元企業応

援部」を本店のほか5分室

の宮城県内6拠点体制に拡

充し、被災者の復興相談等

にきめ細やかに対応 

・27年10月に仙山圏におけ

る仲介機能を拡充するた

め、「法人営業室」に「仙台

法人グループ」と「山形法人

グループ」を新設・配置 

・顧客への経営改善支援及び提案活動を強化するた

め、27年4月に「リレバンチーム」を設置 

・営業店サポートを強化するため、27年10月に地区母

店への審査役の駐在や2地区2審査役体制を導入 

・営業推進機能の一元化を図るために、27年4月に

「地域応援部」と「営業推進部」を統合 

② 具体的な取組み 

・軽度の被災企業へはビジネスマッチング等を実施。中度・

重度の被災企業へは事業再生支援等を実施（仙台銀行） 

・27年10月に新設した戦略チームによる営業店サポートによ

り、事業承継やM&A支援等を実施（きらやか銀行） 

・グループ統一ツールである「じもとビジネスマッチング情報」

の活用により、宮城の被災地と山形をつなぐビジネスマッチ

ングを実施（仙台銀行、きらやか銀行） 

・27年10月に地域活性化と地方創生を目的とした「じもと創

生本業支援ファンド」を日本政策投資銀行と協働し組成（仙

台銀行、きらやか銀行） 

・グループとして共同でのセミナーを開催する等、経営改善

に向けた情報提供を実施（グループ共通） 

・地元自治体や企業と連携し、観光誌の発刊や配布、

各種復興イベントの企画・開催等を通じて、地域経済

の活性化に継続して貢献 

・被災地域の面的な再生に貢献するため、ビジネス交

流商談会を開催し、販路拡大等の支援を継続実施 

・商談の有効性を高めることを目的とした、個別のバイ

ヤーのニーズに細かに対応する個別商談会を開催 

・顧客ごとに事業内容や成長可能性等を適切に評価す

るため、「事業性評価シート」を作成し、営業店と本部

が連携して、解決策を検討・提案 

・27年7月より「事業性評価シート」を作成開始。企

業を多面的に評価し、企業の実情に応じたアドバ

イスを行うことにより、企業とのリレーションを強化 

・27年11月に「岩手県よろず支援拠点」と連携し、定

期相談会を開催 

・地元自治体と連携協力協定を締結し、アグリビジ

ネスを中心とした成長産業分野への支援を継続

実施 

・「アグリビジネス」、「医療・介護ビジネス」、「海外

ビジネス」について、ファンド等を活用した支援を

実施 

・事業展開等の提案を含む「ビジネスマッチングサ

ービス」の提供 

 

被災者向け

新規融資 

事業性 ４，４３４先／１，４２１億円 １，３４７件／ ３７９億円 ２１，５０５件／２，４６０億円 ３，１７５件／ ７７３億円 

消費性 ２，１３１先／  １５９億円   １４６件／  １７億円 ８，３１８件／   ５６４億円 ３７４件／  ６０億円 

被災者向け

条件変更 

事業性    ２４８先／  １５２億円   ６３５件／ １９９億円 ３，６１９件／   ９１４億円 １，０７３件／ １８９億円 

消費性    ２６２先／   ３２億円   １０３件／  １８億円   １７７件／    １７億円     ７５件／    ９億円 

【参考】 

27/9 期の貸出金残高 
       ６，３２２億円     １兆１３８億円        １兆５，７３５億円          ５，１９９億円 

産業復興機構の活用 決定２６先 ― 決定１２先  決定５４先／検討中１１先 

東日本大震災事業者 

再生支援機構の活用 
決定５５先／検討中 ７先 決定 ７先 決定２０先／検討中３先  決定５２先／検討中１９先 

個人版私的整理 

ガイドラインの活用 
成立４１件／検討中 ２件 成立 ４件 ― 成立１８件 

※ 計数は平成27年11月末時点（ただし、産業復興機構、東日本大震災事業者再生支援機構及び個人版私的整理ガイドラインに係る計数は平成27年12月末時点） 

じもとホールディングス 

筑波銀行（茨城県土浦市） 東北銀行（岩手県盛岡市） 仙台銀行 

（宮城県仙台市） 

きらやか銀行 

（山形県山形市） 

資本参加額 
（資本参加時期） 

３００億円（23 年 9 月） ３００億円（24 年 12 月） ３５０億円（23 年 9 月） １００億円（24 年 9 月） 



金融機能強化法（震災特例）を活用した４信用金庫の経営強化計画 
平成 27 年 9 月期の履行状況の概要 

宮古（岩手県宮古市） 気仙沼（宮城県気仙沼市） 石巻（宮城県石巻市） あぶくま（福島県南相馬市） 

資本参加額 
（資本参加時期） 

１００億円（24 年 2 月） 

【国８５億円、信金中金１５億円】 

１５０億円（24 年 2 月） 

【国１３０億円、信金中金２０億円】 

１８０億円（24 年 2 月） 

【国１５７億円、信金中金２３億円】 

２００億円（24 年 2 月） 

【国１７５億円、信金中金２５億円】 

※ 国は、信金中央金庫（信金中金）から、４信用金庫が発行した優先出資に係る信託受益権を買い取る方式により資本参加 

被災地域における東日本大震災からの復興に資する方策の進捗状況（主なもの） 

① 実施体制の整備 

・被災企業に対する支援の充実やモニタ

リングの強化を図ることを目的として、審

査部企業支援課と管理部を統合し、「融

資部経営支援課」を設置（27年3月） 

・組織の活性化等に資するため、本部機

構改革として部制を導入し、「復興支援

課」を「復興支援部」に、「企業支援課」を

「企業支援部」に改組（27年9月） 

・「地方版総合戦略」の策定等を支援する

地方創生支援部に、各地方公共団体に

所在する店舗の営業部店長を地方創生

支援部担当として配置（27年4月） 

・地方公共団体における「地方版総合戦

略」の策定及び円滑な施策実施を支援

することを目的として「地方創生推進部

会」を設置（27年7月） 

② 具体的な取組み 

・27年8月から、宮古市内建設事業者7社

を共同パートナーに認定の上、民間住宅

再建加速化支援パイロット事業を開始

し、民間住宅再建加速化支援事業利子

補給制度及び建設作業員宿泊費用助成

制度を新たに設立 

・27年7月から、宮古市まち・ひと・しごと創

生総合戦略市民推進委員会に職員1名

を派遣 

・事業承継にとどまらず、経営改善や事業

再生及び販路拡大等の様々な課題に対

し、総合的に支援する態勢の構築に向

けて、「企業支援案件検討会」を27年11

月末までに14回開催 

・27年6月、埼玉縣信用金庫主催によりビ

ジネス展示・バイヤー商談会、各種セミ

ナー・シンポジウム、行政・教育機関等

の特別展示を行う「さいしんビジネスフェ

ア」への出展を支援 

・27年3月に自治体や企業に対し情報通

信技術を活用した広告・マーケティング

等の事業提案を行い、必要な業務を手

掛ける事業者に対し、創業支援融資を

活用した融資と助成金による支援を実施

・27年3月から6か月間、店舗が全壊する

等した飲食店に対し、信金中央金庫、ビ

ール会社との共同コンサルティングを実

施し、飲食業における専門的ノウハウを

活用した事業再生支援を実施 

・27年7月以降、当金庫の営業店がある全

ての市町村に「地方版総合戦略」の策定

にかかる取り組み状況及び当金庫に対

する要望等のヒアリング調査を実施 

・27年10月から、日曜日も営業するサンデ

ーバンキングをいわき支店、相馬支店に

続き、亘理支店でも開始 

・27年6月から、ラジオ番組「あぶくま信用

金庫だより」内において、取引企業の元

気な生の声を紹介 

 被災者向け 

新規融資 

事業性 ８７３先／１２６億円 １，５１７先／３５７億円 ９２２先／３６９億円 ９９３先／３９８億円 

消費性 ４６６先／ ３７億円   ３１３先／ ２４億円 ７５３先／ ７９億円 ３２０先／ ４３億円 

 被災者向け 

条件変更 

事業性 １３５先／ ７６億円   １２１先／ ６１億円 ２１０先／１０１億円 ３９４先／２２９億円 

消費性  ７２先／  ５億円   ２９０先／ １１億円 １０５先／ １３億円 ４４３先／ ３５億円 

 【参考】 

27/9 期の貸出金残高 
       ３１５億円           ４５０億円         ６４７億円        ７０８億円 

 産業復興機構の活用 決定２３先 決定２７先 決定３４先／検討中 １先 決定 ５先 

 東日本大震災事業者 

再生支援機構の活用 
決定４４先／検討中 ６先 決定２５先／検討中 ２先 決定４９先／検討中２２先 決定 ５先 

 個人版私的整理 

ガイドラインの活用 
成立１０件 成立２６件／検討中１５件 成立３９件／検討中 ２件 成立 ２件 

※ 計数は平成27年11月末時点（ただし、産業復興機構、東日本大震災事業者再生支援機構及び個人版私的整理ガイドラインに係る計数は平成27年12月末時点） 



金融機能強化法（震災特例）を活用した３信用組合の経営強化計画 
平成 27 年 9 月期の履行状況の概要 

相双五城（福島県相馬市） いわき（福島県いわき市） 那須（栃木県那須塩原市） 

資本参加額 
（資本参加時期） 

１６０億円（24 年 1 月） 

【国１３９億円、全信組連２１億円】 

２００億円（24 年 1 月） 

【国１７５億円、全信組連２５億円】 

７０億円（24 年 3 月） 

【国５４億円、全信組連１６億円】 

※ 国は、全国信用協同組合連合会（全信組連）から、３信用組合が発行した優先出資に係る信託受益権を買い取る方式により資本参加 

被災地域における東日本大震災からの復興に資する方策の進捗状況（主なもの） 

① 実施体制の整備 

・地域別の復興状況に合わせ、休日融資相談会の実施

店舗を変更するとともに、被災者支援強化のため個別

訪問活動を行う人員を増強（23年4月以降の相談受付：

3,268件） 

・復興や営業力強化に意欲的な支店長を登用する支店

長公募制度により累計7名を登用（27年11月末現在） 

･日本政策金融公庫と「業務連携・協力に関する覚書」を

締結し、中小零細事業者に対する経営支援体制を強化

（26年12月） 

② 具体的な取組み 

･顧問契約を締結した中小企業診断士や福島県産業振

興センター等の専門家を派遣し、経営改善支援を実施

（27先） 

・融資部を中心とする「債権管理サポートチーム」におい

て、条件変更を含めた債権正常化に向けた対応を実施

（23年4月以降の延滞解消：1,270先） 

・被災者の資金ニーズに応えるため、復興支援融資商品

の取扱期間を28年3月末まで延長 

･顧問契約を締結した中小企業診断士等の外部専門家

による相談会を毎月実施し、取引先の創業・事業改善

等を支援（58先） 

・取引先経営者相互の事業活性化、業況拡大・好転を目

的としたビジネスマッチング交流会開催(毎年)のほか、

信用組合業界のネットワークを通じた販路拡大を支援 

・全国信用協同組合連合会などと共同で地域経済の活

性化・地域振興を目的とした「磐城国(いわきのくに)地域

振興ファンド」を設立(平成27年10月) 

･本部融資部及び全営業店に配置する経営改善支援担

当者で構成する「事業再生支援チームなすしん」におい

て、取引先の経営改善計画の策定等を支援（15先を追

加選定、累計109先） 

・中小企業診断士、栃木県信用保証協会等の外部機関

との連携により経営改善を支援(8件) 

・経営スキルを磨くことにより地元経済の将来的な安定的

継続・発展に寄与することを目的とした勉強会「なすしん

経営塾」を開催（27年1月の創設から同年12月末までに3

回実施） 

被災者向け 

新規融資 

事業性   ５２７先／１８２億円 １６５先／２２７億円 ２，５６８件（４４６先）／２３８億円 

消費性  ２５９先／ ４１億円  ６５先／ １０億円    ７７件（ ５４先）／  ２億円 

被災者向け 

条件変更 

事業性   ３７４先／１０７億円 ２０３先／２２８億円       ２，２０１件／２７５億円 

 消費性  １９２先／ １６億円  ６８先／  ８億円         １０６件／ １４億円 

 【参考】 

27/9 期の貸出金残高 
       ３５５億円     １，００１億円               ３８１億円 

 産業復興機構の活用 決定５先 決定４先 ― 

 東日本大震災事業者 

再生支援機構の活用 
決定２先／検討中１先 決定６先／検討中４先  決定３先 

 個人版私的整理 

ガイドラインの活用 
成立２件 成立３件 ― 

※ 計数は平成27年11月末時点（ただし、産業復興機構、東日本大震災事業者再生支援機構及び個人版私的整理ガイドラインに係る計数は平成27年12月末時点） 


